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公の施設目標管理型評価書（秋葉区総合体育館） 

視点 評価項目 評価指標 計画

広報の充実 HPによる毎月の情報提供 独自のHPの作成し、施設情報を更新していきます。

基準利用者数の達成 年間82,000人以上 33,825名

基準稼働率の達成 全体育施設平均利用率55％以上（利用日数/開館日数） 平均利用率70%

設置目的に合致したサービス提供 施設や指定管理者の特色を活かした事業の実施 スポーツ教室を週に20教室開催

地域連携 地域と連携した事業の実施 地域団体との連携事業の打ち合わせを実施

財務 使用料収入の達成 （免除料金を含む）使用料が年間12,550千円以上 5,176千円

人身事故に関するもの 補償を伴う事故発生件数0件 0件

事業報告の適切さ 事業報告の〆切厳守 〆切の遵守

危機管理体制の整備 危機管理マニュアルの職員通知 職員へのマニュアル配布

安全確保の取組 防災訓練　年1回以上実施 9月に実施

事故防止の取組 設備、備品等の日常点検及び定期点検による事故防止対策の実施 月1回の定期点検日の設定

関係法令の遵守 個人情報保護、情報公開及びコンプライアンスに対する職員通知 個人情報保護研修の実施

業務仕様書等に定める事項の遵守 業務仕様書等に定める事項の遵守 業務仕様書の職員への説明

人材 配置人材のスキルの習得度 職員研修を年2回以上実施 2回以上の研修実施

市民

業務

 
 
 
 
 
 
 

公の施設目標管理型評価書（新津武道館） 

視点 評価項目 評価指標 計画

広報の充実 HPによる毎月の情報提供 独自のHPの作成し、施設情報を更新していきます。

基準利用者数の達成 年間14,000人以上 8,400名

基準稼働率の達成 全体育施設平均利用率55％以上（利用日数/開館日数） 平均利用率55%

設置目的に合致したサービス提供 施設や指定管理者の特色を活かした事業の実施 健康やスポーツに関する知識や情報の提供（毎月）

地域連携 地域と連携した事業の実施 地域団体との連携事業の打ち合わせを実施

財務 使用料収入の達成 （免除料金を含む）使用料が年間383千円以上 230千円

人身事故に関するもの 補償を伴う事故発生件数0件 0件

事業報告の適切さ 事業報告の〆切厳守 〆切の遵守

危機管理体制の整備 危機管理マニュアルの職員通知 職員へのマニュアル配布

安全確保の取組 防災訓練　年1回以上実施 9月に実施

事故防止の取組 設備、備品等の日常点検及び定期点検による事故防止対策の実施 月1回の定期点検日の設定

関係法令の遵守 個人情報保護、情報公開及びコンプライアンスに対する職員通知 個人情報保護研修の実施

業務仕様書等に定める事項の遵守 業務仕様書等に定める事項の遵守 業務仕様書の職員への説明

人材 配置人材のスキルの習得度 職員研修を年2回以上実施 2回以上の研修実施

業務

市民

 
 
 
 
 
 



■広報の充実 
施設を利用して頂く為の「きっかけづくり」として、独自のホームページを作成します。 
また、市・区の広報誌との連携し、スポーツに触れる機会の少ない方の行動を後押しする

施策を展開します。 
 
■基準利用者数の達成 
供用開始初年度であることから、徐々に利用者数を増やしていく計画としています。 
（秋葉区総合体育館） 
利用者目標：82,000 名/12 か月×5.5 ヶ月×90％＝33,825 名 
2 年目以降は、公募時の事業計画書の目標と連動し、最終年度には、年間 10 万人の達成を

目指します。 
（新津武道館） 
利用者目標：14,000 名/12 か月×8 ヶ月×90％＝8,399 名 
 
■基準稼働率の達成 
広報活動によるきっかけづくりや、以下のような様々なサービス提供による再来館を促す

取組みを行います。 
（秋葉区総合体育館） 
平均稼働率目標：70％ 
・アリーナ・・・空き状況を分かりやすく掲示して、空き時間の稼働率向上を図ります。 
・多目的ルーム・研修室・会議室・・・利用の少ない時間帯に、各種教室を開催し、施設

を最大活用します。 
・トレーニングコーナー・・・初回講習会の開催・体力測定会の開催等により、はじめの

一歩を後押しする取組みを行います。 
（新津武道館） 
平均稼働率目標：50％ 
・個人開放の時間帯を設定することで、個人でも参加しやすい環境を提供します。 
 
■設置目的に合致したサービス提供 
地域アンケートでは、半数近くの方から、初心者向けの教室の開催を望む声をいただきま

したので、スポーツクラブ事業者のノウハウを活かしたスポーツ教室の開催に取組みます。 
スポーツ教室は、利用者の目的に合わせ選択できるよう、下記の通り、段階に応じた展開

をします。 



ワンコインプログラム コース型教室 成果発表会・大会無料体験会・イベント

運動習慣の定着

参加できる選択肢を増やし、段階を踏むことで、運動習慣の定着を促す

【目的】

【内容】

【方法】
【料金】

気軽な運動
初心者向け教室
１度きりの参加でも
簡単にできるプログラム
当日参加
500円 ※施設使用料不要

技術の向上
目標達成・仲間づくり
３ヶ月（全１０回）の
コース型
事前申込制
3ヶ月2～4千円程度※施設使用料必要

継続へのモチベーション
運動の定着化
各種大会による
事前申込制
各種大会による

きっかけづくり
運動への興味醸成
各種教室の体験会
著名人等のイベント等
自由に参加
無料 ※施設使用料必要

【イメージ】

 
また、健康やスポーツに関する情報の提供を行い、アリーナの利用者がトレーニングコー

ナーも利用いただくなどの取組も実施します。 
 
■地域連携 
公募時に協議をした団体を中心に、地元団体と協働した施設運営を展開します。 
初年度は、各団体との打ち合わせを通じ、今後の展開策を策定してまいります。 

協働体制

マネジメント力

一般的な
指定管理者

136施設の
協働実績

指定管理者のみ

“みきスポーツパートナーズ“

数施設の
運営経験

“地域社会の活性化”

現状

協働体制

マネジメント力

一般的な
指定管理者

375施設の
協働実績

株式会社アルビレックス新潟
秋葉区体育協会

秋葉区バスケットボール協会
アルビレックス新潟
新津商工会議所
新津観光協会

新津本町地域コミュニティセンター
新潟市住みよい郷土推進協議会

秋葉区支部
NPO法人ヒューマン・エイド22

竹井機器工業株式会社
株式会社越配
新潟薬科大学

有限会社新津清掃社
青松ワークス

有限会社佐原物産

“あきはKCKライフパートナーズ“

数施設の
運営経験

“地域社会の活性化”

地元企業のみでの
指定管理者

地域団体との協働体制およびマネジメント力の比較

株式会社コナミスポーツ＆ライフ
中央管財株式会社
関越サービス株式会社

 

 
■使用料収入の達成 
供用開始初年度であることから、徐々に利用者数を増やしていく計画としています。 
（秋葉区総合体育館） 
12,550 千円/12 か月×5.5 ヶ月×90％＝5,176,874 円 
（新津武道館） 
383 千円/12 か月×8 ヶ月×90％＝229 千円 
 
 
 



■人身事故に関するもの 
施設内エリアごとの安全基準を設定し、利用者が安全・快適に利用できるよう、点検内容

から運営体制まで、安全な環境づくりを徹底します。 
また、危険の要因を取り除く事ため、始業点検・終業点検・定期的な館内巡回を行い、事

故の未然防止に努めます。 

 
■事業報告の適切さ 
市の管理代行者として、定められた報告書は、締め切りを遵守します。 
 
■危機管理体制の整備 
緊急時に備え、緊急時対応マニュアルを作成し、職員へは、マニュアルを配布し、研修を

行います。 
また、災害時等の不測の事態に備え、施設長に情報を一元化し、迅速な対応が出来る組織

体制とします。 

＜運営企業＞

株式会社 コナミスポーツ＆ライフ

あきはKCKライフパートナーズ 緊急時連絡体制

報告・情報集約

新潟市・秋葉区

情報集約・指示

施設長

連携・指示・情報集約

コナミスポーツ＆ライフ本社 連携・指示・情報集約

中央管財本社

連携・指示

警察・病院・消防
連携・指示・情報集約

関越サービス本社

＜維持管理企業＞

中央管財株式会社
株式会社関越サービス

総距離 ３ｋｍ
所要時間 ５分

運営業務責任者

トレーニング
指導職員

受付事務職員

維持管理業務責任者

警備業務職員設備業務職員清掃業務職員

緊急時の明確な指揮命令系統を確立する事が、
適切・迅速な対応につながる

 
 
■安全確保の取組 
災害時の被害を最小限に抑える為、年 2 回、防災訓練を行います。 
非常導線の確保・誘導サインの点検・警報発報時の機器動作確認を行う等、実態に即した

訓練とします。 
 
■事故防止の取組 
安全な施設利用を確保する為、市内の類似施設同様、月 1 回の定期点検日を設定し、常に

最高の状態で施設を利用頂けるようにします。 
また、日常的には、始業点検・終業点検・定期的な館内巡回を行い、事故の未然防止に努

めます。 
 
 



■関係法令の遵守 
右に掲げる関係法令を遵守することをお約束します。 代表的な関係法令・規定等

地方自治法 新潟市体育施設条例施行規則

労働基準法 新潟市体育施設及び都市公園体育施設使用料徴収規則

労働安全衛生法 新潟市公共予約システムの利用に関する規則

建築基準法 新潟市個人情報保護条例

消防法 新潟市における法令遵守の推進等に関する条例

警備業法 新潟市情報公開条例

スポーツ基本法 新潟市体育施設条例 その他関係法令

特に、安全に関わる事項については、法定基準を上回る頻

度で取組むことを検討し、万全の態勢を構築します。 
また、全職員に対し、年 2 回、個人情報理解度テストを実

施するなど、個人情報保護に関する研修を実施します。 
施設で取扱う帳票や申込書等の個人情報の保管方法や利用者への案内、パソコン等を使用

する上での注意事項に至るまで、全職員の理解向上に役立てます。 
 
■業務仕様書に定める事項の遵守 
本施設に従事する職員に対し、業務仕様書の研修を実施します。 
 
■配置人材のスキルの習得度 
本施設で勤務する職員は、接客接遇研修・個別運動指導研修・CPR および AED 操作研修

などを行います。 
地元雇用した職員が、専門知識の習得や利用者満足度の高いサービスを提供できるよう、

体系的な人材育成に取組みます。 
 

以上 
 


